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賃上げにおける診療報酬改定ポイント

• 入院基本料、特定入院料、初再診料等を引き上げ、40歳未満の勤務医、事務職員の賃
上げに資することとなった。今後、賃上げ計画や実績報告が求められる。またあわせて
栄養管理や身体的拘束最小化等を要件とする

• （新設）期間限定の可能性はあるが、医師、事務以外の医療職について賃金（基本料等
の毎月の手当）を引き上げる原資として、ベースアップ評価料（Ⅰ）が新設され、初再
診、訪問診療、入院基本料に付随して算定できるようになる

• （新設）また透析や検査が多い施設（≒初再診料の収益割当が少ない施設）等で、上記
ベースアップ評価料（Ⅰ）では、賃上げの原資が少ない場合は、ベースアップ評価料
（Ⅱ）を追加算定できる
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（サマリー）医療職の賃上げについて、40歳未満の医師、事務職は入院基本料や初再診料等の
引き上げで対応し、医師、事務以外の医療職には新設のベースアップ評価料を基本料等の加算
として設定する。期間限定の可能性はあるが人手不足の多くの医療機関にとっては対応が必須
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外来・在宅ベースアップ評価料

（新） 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）（１日につき）

１ 初診時 ６点

２ 再診時等 ２点

３ 訪問診療時

イ 同一建物居住者等以外の場合 28 点

ロ イ以外の場合 ７点

［施設基準］

（３）当該評価料を算定する場合は、令和６年度及び令和７年度において対象職員の賃金（役員報酬を除く。）
の改善（定期昇給によるもの除く。）を実施しなければならない。・・

（４）（３）について、基本給、手当、賞与等のうち対象とする賃金項目を特定した上で行い、基本給又は決まって毎
月支払われる手当の引上げにより改善を図ることを原則とする。

（５）対象職員の基本給等を令和５年度と比較して一定水準以上引き上げた場合は、40 歳未満の勤務医及び勤
務歯科医並びに事務職員等の当該保険医療機関に勤務する職員の賃金（役員報酬を除く。）の改善（定期
昇給によるもの除く。）を行うことができること。

（６）令和６年度及び令和７年度における当該保険医療機関に勤務する職員の賃金の改善に係る計画を作成して
いること。

（７）前号の計画に基づく職員の賃金の改善に係る状況について、定期的に地方厚生局長等に報告すること
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外来・在宅ベースアップ評価料

新） 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）（１日につき）

１ 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）１

イ 初診又は訪問診療を行った場合 ８点   再診時等 １点

２外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）２

イ 初診又は訪問診療を行った場合 16 点 再診時等 ２点

↓

８ 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）８

イ 初診又は訪問診療を行った場合 64 点 再診時等 ８点

［施設基準］

（２）外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）の届出を行っている保険医療機関であること。

（３）外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）及び歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）により算定される点数の見
込みの 10 倍の数が、対象職員の給与総額の１分２厘未満であること。

（４）外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）の保険医療機関ごとの区分については、当該保険医療機関における対象
職員の給与総額、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）及び歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）により算
定される点数の見込み並びに外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及び歯科外来・在宅ベースアップ評価料
（Ⅱ）の算定回数の見込みを用いて算出した数【Ａ】に基づき、別表２に従い該当する区分のいずれかを届け出
ること。
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外来・在宅ベースアップ評価料
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外来・在宅ベースアップ評価料Ⅰだけでは、対象職員の給与総額の1.2%に満たない場合、昇給原資不足分として、外
来・在宅ベースアップ評価料Ⅱを不足金額分に応じて算定できる
 ※ただし、、、法定福利分、対象職員以外の対応、令和8年目以降の対応は不明
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